
６「小中高一貫教育推進組織」 

（平成２４年度 ～ 平成２８年度）

（平成２９年度 ～） 

小中高一貫教育推進本部会議 継続   地区推進委員会、地区推進部（協議）会 継続

小中高一貫教育研究部会 廃止 ※場合によっては、組織体制の見直し

新たな県との連携・支援体制 

県の支援体制は、小中高一貫教育推進本部会議のみとなる。なお、アイランド・ 

チャレンジ事業対象校においては、以下の流れの検討を行う。

各地区 

        計画の提出

        
指導・助言 

地元 

小中高一貫教育推進本部会議 

○県教育庁関係課(室)長

（県立学校改革推進室、義務教

育課、高校教育課） 

○各地区教委担当者

○各地区市町立小・中学校長

○県立高等学校長

小中高一貫教育研究部会 

○県教育庁関係各課(室)担当者

○各地区市町立小・中学校教頭

○各地区県立高等学校教頭

※平成２８年度末まで

地区推進委員会 

○市町教育委員会教育長

○県立高等学校長

○関係小・中学校長

○関係各部会推進委員

○関係学校ＰＴＡ会長等

○地域代表者等

地区推進部（協議）会 

○小中高教諭（部会ごとに随時

検討・協議）

・教科・教務担当者部会

・進路指導担当者部会

・部活動顧問等担当者会

・行事企画担当者部会

協

力

  県 地元 

○○高校魅力化推進協議会

○当該県立高等学校長

○市町企画振興担当職員

○地域支援団体代表者

○県教育庁県立学校改革推進室

事業検討委員会 

○県教育庁教育次長

○県教育庁関係課(室)長

○地方創生関係 有識者

○大学関係者 等

県 地元 
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